
○平成30年度一般会計款別決算状況
歳入　158億153万円（平成29年度比 6.2％増）

歳出　147億7,648万円（平成29年度比  4.1％増）

民生費

60億830万円

（40.7％）

総務費

20億203万円

（13.5％）

教育費

15億2,557万円

（10.3％）

土木費

16億2,256万円

（11.0％）

衛生費

12億8,252万円

（8.7％）

公債費

11億7,494万円

（7.9％）

消防費

4億9,820万円

（3.4％）

商工費

3億4,305万円

（2.3％）

議会費

1億8,736万円

（1.3％） 農林水産業費

1億3,195万円

（0.9％）

歳出合計 147億7,648万円

市税

68億8,140万円

（43.5％）

国庫支出金

19億621万円

（12.1％）

市債

9億5,190万円

（6.0％）

地方交付税

14億588万円

（8.9％）

繰越金

6億9,589万円

（4.4％）

その他の交付金

10億4,147万円

（6.6％）

県支出金

9億1,489万円

（5.8％）

繰入金

9億3,094万円

（5.9％）

その他収入

6億8,766万円

（4.4％）

分担金及び負担金

1億6,663万円

（1.1％）

地方譲与税

1億1,753万円

（0.7％）

使用料及び手数料

1億113万円

（0.6％）

歳入合計 158億153万円



岩倉市の財政を1カ月の家計に例えると…　　（平成30年度決算）

＜収入＞ ＜支出＞

金額 金額

16万円 8万3,000円

2万円 6万6,000円

1万8,000円 2万7,000円

2万2,000円 3万1,000円

5万4,000円

7万円

2万2,000円 1万2,000円

36万7,000円 34万3,000円

12万5,000円

自
主
財
源

依
存
財
源

給料
（市税）

パート収入
（負担金、使用料等）

雑収入
（財産収入、寄附金等）

銀行借入
（市債）

貯金の引き出し
（繰入金）

親からの仕送り
（国・県支出金、地方譲与税、
地方交付税等）

　市の財政と家庭の家計ではしくみが違いますが、分かりやすくするために、平成30年度一般会計決算を
家計簿に置き換えてみました。なお、平成30年度の一般会計決算を、国税庁民間給与実態統計調査（1
人あたり平均給与）を参考に家庭に入ってくる1年間の収入を約440万円（1カ月あたり36万7,000円）として
作成しています。

収入合計

貯金
（積立金）

支出合計

内容

教育・医療費
（扶助費）

食費
（人件費）

内容

ローン返済
（公債費）

家・車・電化製品の修理、購入代
（投資的経費、維持補修費）

光熱水費、日用品費などの雑費
（物件費等）

仕送り、生命保険など
（繰出金、補助費等）



　ここでは、岩倉市の普遍的な将来都市像である「健康で明るい緑の文化都市」を
実現するための第４次総合計画の６つの基本目標に沿って実施事業をまとめました。

○安心していきいきと暮らせるまちづくり（健康・福祉）
・ 健康（幸）都市宣言及び五条川健幸ロード等関連事業 1,206万円
・ 尾張北部権利擁護支援センター運営事業 439万円
・ 病児・病後児保育事業 912万円
・ 川井児童遊園トイレ整備工事 944万円
・ 自殺対策計画策定業務 212万円

○自然と調和した安全でうるおいのあるまちづくり（環境・防災防犯）
・ 防火水槽簡易耐震化事業 437万円
・ 高規格救急自動車購入事業 2,781万円
・ 安全安心カメラ設置管理事業 967万円

○豊かな心を育み人が輝くまちづくり（生涯学習・教育）
・ 総合体育文化センター天井改修工事 4,245万円
・ 部活動指導サポーター派遣事業 149万円
・ 小中学校空調設備設置事業（設計業務等） 7,342万円
・ 岩倉中南館給排水・衛生設備等改修工事 1億4,458万円

○快適で利便性の高い魅力あるまちづくり（都市基盤）
・ 名鉄石仏駅東側駅前整備事業 9,747万円
・ 岩倉西春線道路改良事業 4,469万円
・ 空き家等解体工事費補助金 224万円
・ 三世代同居・近居等支援事業 690万円

○地域資源を生かした活力あふれるまちづくり（産業）
・ 地区計画策定委託事業 615万円
・ 工場等新設・増設奨励金及び雇用促進奨励金交付事業 382万円
・ シティプロモーション事業 1,500万円

○市民とともに歩むひらかれたまちづくり（協働・行財政運営）
・ 岩倉市議会サポーター事業 11万円
・ 第５次総合計画策定事業 532万円
・ （仮称）多目的交流広場基本計画策定業務 258万円

平成30年度に実施した新規・主要事業



10 地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費

【歳入】地方消費税交付金（社会保障財源化分） 382,061 千円

【歳出】社会保障施策に要する経費　　　　　 5,204,306 千円

（単位：千円）

国県支出金 市債
その他

（負担金・
使用料等）

地方消費税交
付金（社会保
障財源化分）

その他

障害者福祉事業 826,614 514,836 0 0 46,376 265,402

高齢者福祉事業 54,390 13 0 471 8,018 45,888

児童福祉事業 1,834,464 1,055,678 0 67,716 105,769 605,301

母子福祉事業 23,069 11,870 0 0 1,666 9,533

生活保護扶助事業 627,688 537,511 0 7,389 12,315 70,473

その他（ふれあいセン
ター施設管理費等） 11,437 0 0 0 1,701 9,736

小計 3,377,662 2,119,908 0 75,576 175,845 1,006,333

国民健康保険特別会計繰
出金（人件費・事務費繰
出除く）

269,908 146,015 0 0 18,429 105,464

介護保険特別会計繰出金
（人件費・事務費繰出除
く）

364,722 3,780 0 0 53,689 307,253

後期高齢者医療特別会計
繰出金（事務費繰出除
く）

85,041 63,781 0 2,138 2,844 16,278

小計 719,671 213,576 0 2,138 74,962 428,995

高齢者医療事業 489,598 34,065 0 18,170 65,056 372,307

障害者医療事業 105,163 37,666 0 7,315 8,952 51,230

子ども医療事業 222,388 54,643 0 19,857 21,998 125,890

母子・父子家庭医療事業 29,882 14,794 0 128 2,225 12,735

疾病予防 226,443 2,016 0 15,859 31,024 177,544

その他（休日急病診療所
運営費等） 33,499 2,785 0 17,276 1,999 11,439

小計 1,106,973 145,969 0 78,605 131,254 751,145

5,204,306 2,479,453 0 156,319 382,061 2,186,473

　平成26年４月１日より消費税率が５％から８％へ引き上げられたことに伴い、地方消費税交付金の増収分
については、その使途を明確化し、社会保障施策に要する経費に充てるものとされています。平成30年度一
般会計決算における地方消費税交付金（社会保障財源化分）の充当状況は、次のとおりです。

※地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、各事業に要する一般財源の比率に応じて按分して充当してい
ます。

合計

社
会
福
祉

社
会
保
険

保
健
衛
生

財源内訳

事業名 経費
特定財源 一般財源

- 254 -


